介護サービス提供事業所における事故発生時の報告について
1． 報告の範囲
　報告すべき事故の範囲は、原則として以下のとおりとする。
（1） サービスの提供による利用者のケガ又は死亡事故等
ケガ又は死亡事故等とは、死亡事故のほか、転倒・転落に伴う骨折や出血、火傷、誤嚥、異食及び薬の誤与薬等で、医療機関において治療、または入院したものを原則とする。ただし、擦過傷や打撲など比較的軽易なケガは除く。
事業者側の責任や過失の有無は問わない。
（2） 感染症、食中毒、結核及び疥癬
感染症とは、「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成１０年法律第１１４号）」に定めるもののうち、原則として１類、２類、３類、４類及び５類の感染症（ただし５類の定点把握を除く）とする。
· 定点把握：調査拠点を設けて把握するものをいう。
定点把握疾患に分類される感染症は、インフルエンザ、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）、はしか（麻しん）、みずぼうそう（水痘）などをいう。
（3） 従業者の法令違反・不祥事等利用者の処遇に影響があるもの
（例）　利用者からの預かり金の横領、書類紛失、送迎時の交通事故など
（4） その他、上記以外で市から特に報告を求めた場合
2． 報告対象者
　事故報告は、事故に関係する介護サービス利用者が、本市の被保険者である場合、並びに事業所及び施設所在地が市内の場合とする。
3． 報告の手順
　事故報告書（別紙事故報告標準様式）により原則、電子メール等の電磁的方法により行うものとする。
（1） 第一報
事業所は、事故が発生した場合、速やかに家族・関係機関（消防・警察）等へ連絡するとともに、市へ遅くとも5日以内を目安に事故報告書を提出し、居宅介護支援事業者へも同様の報告をする。
（2） 途中経過及び最終報告
事業者は、事故処理が長期化する場合は、適宜、途中経過を報告するとともに、事故処理が完了した時点又は一定の区切りがついた時点で、文書にて事故報告書を市へ提出する。
4． 市の対応
　市は、報告を受けた場合は、事故に係る状況を把握するとともに、当該事業所の対応状況に応じて、必要な対応を行う。事故への対応は、必要に応じて、他市町村や千葉県、千葉県国民健康保険団体連合会と連携を図るものとする。
